
マイナビキャリアリサーチLab 業界研究レポート
情報通信業界（2025年5月）

1）業況判断D.I.

・わが国の景気は、一部に弱めの動きもみられるが、緩やかに回復している。海外経済は、各国の通商政策等の影響
を受けて一部に弱めの動きもみられるが、総じてみれば緩やかに成長している。輸出や鉱工業生産は、一部に米国
の関税引き上げに伴う駆け込みの動きがみられるが、基調としては横ばい圏内の動きを続けている。企業収益は
改善傾向にあり、業況感は良好な水準を維持している。【図1】
（日本銀行「経済・物価情勢の展望2025年4月」)

・情報通信業の業況感は全産業を上回って推移している。先行き6月は全産業と同程度の落ち込みとなっている。
【図2】

【図1】日銀短観（「良い」-「悪い」）
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先行き
（25年6月）【図2】産業別 日銀短観（「良い」-「悪い」）

【図1】【図2】日本銀行「全国企業短期経済観測調査」業況判断D.I.より作成
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2）雇用情勢（求人数）

・2025年3月の有効求人倍率は1.26で、前月から0.02pt増加した。また、前年と比較すると０．０２pt減少した。
コロナ禍以降、有効求人倍率は求人数の回復により徐々に増加していたが、ここ数年は微減傾向が続いている。
有効求人数は236.5万人で前年同月から7.6万人減少している。2019年1月との比較では全体で41.4万人減
少しており、2025年に入っても前年に引き続き、微減しつつ横ばい傾向が続いている。有効求職者数は187.9
万人で、前月比2.4万人減、前年同月比では3.3万人減となった。2019年1月比では17.4万人増となっているが、
直近だけでみるとやや減少しつつ横ばいが続いている。【図3】

・2025年3月の情報通信の新規求人数は2.3万人、前年同月比108.2%となった。月ごとの増減はあるものの、
コロナ禍以降おおよそ横ばいの結果となっている。【図4】

【図3】求人、求職および求人倍率の推移

厚生労働省「一般職業紹介」有効求人倍率、新規求人数、有効求職者数 パート含む（季節調整値）より作成
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【図4】情報通信業 新規求人数推移

厚生労働省「一般職業紹介状況」産業・事業所規模別新規求人数 パート含む（実数）より作成
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3）雇用情勢（完全失業率、雇用人員判断D.I.）

・完全失業率は全体的には2020年末頃から緩やかに改善傾向にあり、直近の2025年3月は2.5％となってい
る。人手不足感は依然高く、今後の完全失業率は微減傾向を継続しながら、ほぼ横ばいで推移すると予想される。
【図5】

・情報通信産業の人手不足感は25年1～3月期で‐37ptと、全産業と同程度となっている。先行きについても
‐38ptと、引き続き人手不足となる見込みだ。 【図6】

【図5】完全失業率

総務省統計局「労働力調査調査」完全失業率 年齢階級別（季節調整値）より作成
※過去数値は2024年1月公表の結果で更新
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【図6】雇用人員判断D.I.（過剰ー不足）
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4）＜中途採用市場＞ 正社員の平均初年度年収 ＊マイナビデータ
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【図7】 情報通信業の平均初年度年収

マイナビ「正社員の平均初年度年収推移レポート」より作成

「正社員の初年度年収レポート」における年収集計方法
該当月における、総合転職情報サイト「マイナビ転職」に掲載開始された求人情報から、雇用形態が正社員以外のデータを除き
集計。厚生労働省「国民生活基礎調査 所得の分布状況」を元に、所得金額上側1％を本レポートでは外れ値として設定。
マイナビ転職では、初年度年収は求人ごとに幅をもって記載されているが、当レポートでは各求人に掲載されている初年度年
収の下限と上限の中間の値を平均値として「初年度年収」を算出した。

1
0

0
.0

%

9
6

.0
%

1
2

5
.9

%

1
3

8
.8

%

1
3

8
.0

%

1
7

0
.2

%

1
5

8
.2

%

1
5

6
.6

%

1
6

5
.1

%

1
6

0
.6

%

1
7

8
.1

%

1
5

1
.2

%

1
5

7
.2

%

1
9

1
.2

%

2
1
9

.5
%

2
2

2
.5

%

2
3

4
.4

%

2
5

7
.9

%

2
3

0
.8

%

0%

50%

100%

150%

200%

250%

300%

※2019年平均値を100％としてグラフ化

【図8】情報通信業の求人件数推移

マイナビ「正社員の求人件数・応募数推移レポート」より作成

「正社員の求人件数・応募数推移レポート」における求人数集計方法
該当月における、弊社総合転職情報サイト「マイナビ転職」に掲載開始された求人情報から、雇用形態が正社員以外のデータ
を除き集計。

IT・通信・インターネット業界の平均初年度年収は3年連続で増加し、2024年度は平均で545.5万円となった。
月別では、毎月の増減はあるものの、2024年10月以降は550万円以上で推移している。【図7】
また、求人件数は、 4年連続で上昇し、2024年平均は2019年平均対比で170.2%と大幅に上昇している。月
別にみると2024年11月以降は200%を超えて推移している。【図8】



5）雇用・労働に関する法律・制度の制定、改正
※2025年4～6月までの期間に動きのある主な内容をピックアップした。

2025年4月
●育児・介護休業法の改正
2025年4月1日と2025年10月1日の2段階に分けて施行され、育児と仕事の両立を支援するための制度が強
化される。２０２５年４月の改正ポイントは以下の通りである。

<育児に関する改正内容>
・子の看護休暇の見直し＜義務：就業規則等の見直し＞

…「子の看護等休暇」へと名称を変更し、その対象となる子供の年齢と取得事由が大幅に拡大。

・所定外労働の制限（残業免除）の対象拡大＜義務：就業規則等の見直し＞
・短時間勤務制度（3歳未満）の代替措置にテレワーク追加＜選択する場合は就業規則等の見直し＞
・育児のためのテレワーク導入の努力義務化＜努力義務：就業規則等の見直し＞
・育児休業取得状況の公表義務の適用拡大＜義務＞

＜介護に関する改正内容＞
・介護休暇を取得できる労働者の拡大＜労使協定を締結している場合は就業規則等の見直し＞
・介護離職防止のための雇用環境整備の義務化＜義務＞
・介護離職防止のための個別周知・意向確認、早期の情報提供の義務化＜義務＞
・介護のためのテレワーク導入の努力義務化＜努力義務：就業規則等の見直し＞

【詳細】育児・介護休業法 改正のポイント
厚生労働省リーフレット：https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001259367.pdf

●雇用保険法の改正

＜主な変更点＞
・自己都合退職者が、教育訓練等を自ら受けた場合の給付制限解除
・就業促進手当の見直し（就業手当の廃止及び就業促進定着手当の給付上限引下げ）
・育児休業給付に係る保険料率引上げ(0.4％→0.5％)及び
保険財政の状況に応じて保険料率引下げ(0.5％→0.4％)を可能とする弾力的な仕組みの導入
・教育訓練支援給付金の給付率引下げ（基本手当の80％→60％）及び当該暫定措置の令和８年度末までの継続
・雇止めによる離職者の基本手当の給付日数に係る特例、地域延長給付の暫定措置の令和８年度末までの継続
・「出生後休業支援給付」・「育児時短就業給付」の創設（※１）
・子ども・子育て支援特別会計の創設（※１）
・高年齢雇用継続給付の給付率引下げ（15％→10％）（※２）
（※１）子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和６年法律第47号）
（※２）雇用保険法等の一部を改正する法律（令和２年法律第14号）

【詳細】「令和６年雇用保険制度改正（令和７年４月１日施行分）について」
厚生労働省：https://www.mhlw.go.jp/content/11601000/001293213.pdf

●福祉・介護職員等処遇改善加算への完全移行
福祉・介護職員の処遇改善のための3つの加算が、4段階の「福祉・介護職員等処遇改善加算」に一本化され
加算率が引き上がる。

【詳細】「「処遇改善加算」の制度が一本化（福祉・介護職員等処遇改善加算）され、加算率が引き上がります」
厚生労働省リーフレット：https://www.mhlw.go.jp/content/001223662.pdf

2025年6月
●労働安全衛生規則の改正
熱中症の重篤化による死亡災害を防止するため、熱中症のおそれがある作業者を早期に見つけ、その状況に応じ、
迅速かつ適切に対処することが可能となるよう、事業者に対し、「早期発見のための体制整備」、「重篤化を防止す
るための措置の実施手順の作成」、「関係作業者への周知」を義務付ける。

【詳細】「「労働安全衛生規則の一部を改正する省令案」の概要について」
厚生労働省：https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/001439159.pdf


